
目黒区不燃化特区専門家派遣要綱 

 

制定 平成２６年３月１８日区長決定目都整第２４５３号 

改正 令和元年９月２５日付け目都整第１３３７号 

改正 令和３年３月３１日付け目都整第２３８１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、東京都不燃化推進特定整備地区制度要綱（平成25年３月29日付24都市整防第598号。

以下「都制度要綱」という。）に基づき不燃化推進特定整備地区に指定された区域（以下「不燃化特区」とい

う。）において、地域の防災性及び住環境の向上に資する建替え等を行おうとする者に対して、区が不燃化ま

ちづくりに関する専門家の派遣を行うにあたり、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、建築基準法（昭和25年法律第201号）、都制度要綱、東京都防災密

集地域総合整備事業制度要綱（平成18年３月31日付17都市整防第809号）、東京都不燃化推進特定整備事

業補助金交付要綱（平成25年4月12日付都市整防第49号。以下「都交付要綱」という。）の例による。 

（派遣対象者） 

第３条 この要綱における専門家の派遣を受けることができる者（以下「派遣対象者」という。）は、不燃化特

区内に都交付要綱第３条第１項１０号及び１１号に規定する老朽建築物等の所有権を有する個人、又はその建

築物が存する土地の所有権を有する個人とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、地域の防災性及び住環境の向上のために、特に必要と認める者を派遣対

象者とすることができる。 

（派遣内容） 

第４条 派遣対象者が、不燃化に伴う権利者の移転や建替え等に関して必要な相談等を受けるため、建築士、弁

護士等の専門家を派遣する。 

（派遣内容の限度） 

第５条 専門家の派遣は１回につき２時間程度とし、回数は同一派遣対象者につき、同一の年度において５回を

限度とし、かつ、予算の範囲内とする。 

２ 前項の規定は、区長が特に必要と認める場合は、この限りではない。 

３ 専門家の派遣は１回の申請につき、１人の専門家に限るものとする。 

（派遣申請） 

第６条 専門家の派遣を希望する派遣対象者は、その都度、専門家派遣申請書（別記第１号様式）により、派遣

を希望する日の３０日前までに、区長に申請しなければならない。 

（専門家の派遣決定及び通知） 

第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る内容を審査し、派遣を行うことを決定

した場合は、専門家派遣決定通知書（別記第２号様式）により、派遣を行わないことを決定した場合は、専門

家を派遣しない旨の通知書（別記第３号様式）により、申請者に通知するものとする。 

（専門家の選任・業務依頼及び業務受諾） 

第８条 区長は、前条により派遣を決定した場合は、業務内容に適合した専門家を選任し、専門家派遣業務依頼

書（別記第４号様式）により業務を依頼するものとする。 

２ 前項により業務を依頼された専門家は、当該業務を受諾するにあたって、専門家派遣業務受諾書（別記第５

号様式）を区長に提出するものとする。 

（業務実績報告） 

第９条 業務を受諾した専門家は、当該業務が終了した後、速やかに専門家派遣業務実績報告書（別記第６号様



式）を区長に提出しなければならない。 

（報償金の支払決定） 

第１０条  区長は前条による専門家派遣業務実績報告書の提出があったときは、その内容を確認し、業務が適

正に行われたと認められた場合は、その業務に対する報償金の支払を決定し、報償金支払決定通知書（別記第

７号様式）により専門家に通知するものとする。 

（報償金の請求） 

第１１条 前条の規定による報償金支払決定通知書を受けた専門家は、速やかに報償金支払請求書（別記第８号

様式）により、業務に対する報償金の支払を区長に請求するものとする。 

２ 区長は、前項の請求を受けたときは、速やかに報償金を支払うものとする。 

（報償金の額） 

第１２条 派遣にかかる報償金の額は、予算の範囲内で、別に定めるものとする。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に必要な事項は、街づくり推進担当部長が別に定める。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

付 則（令和元年９月２５日付け目都整第１３３７号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

付 則（令和３年３月３１日付け目都整第２３８１号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（失効） 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

 

別記 

第１号様式（第６条関係） 「専門家派遣申請書」 

第２号様式（第７条関係） 「専門家派遣決定通知書」 

第３号様式（第７条関係） 「専門家を派遣しない旨の通知書」 

第４号様式（第８条関係） 「専門家派遣業務依頼書」 

第５号様式（第８条関係） 「専門家派遣業務受諾書」 

第６号様式（第９条関係） 「専門家派遣業務実績報告書」 

第７号様式（第10条関係） 「報償金支払決定通知書」 

第８号様式（第11条関係） 「報償金支払請求書」 


